










































































































連性 Logical Relevancy と法律上の関連性 Legal Relevancy とに分ち，後者
は，二個の事実の間に論理的蓋然性があるだけでは不十分で尚その外に密接
な結合関係 close connection が必要だとか，或は特定の事件に於いてその証
































































































































































































































































































こうした事情に鑑みれば，― ①が前提としているように ― 証明の過程
には，証拠の「実質的価値」との呼称に値するものも，証拠の「論理的関連

















































































































































































































0.034 0.2 0.0068 17
……
　上記をみると，証人 1 人目の場合，事前確率15％から，事後確率41％に上
㊹　See e.g., Michael J. Saks & Barbara A. Spellman, The Psychological Foundations of 






ところが， 3 人目の場合，その増加は18％， 4 人目に至るとその増加は約 7
％と小幅になっていくことがわかる。これは，例えば， 3 人目の計算におい
て， 2 人目までの計算結果（事後確率）が，その事前確率となっていること
に示されているとおり，他の証拠（例えば， 1 人目と 2 人目の証言）の存在
が，眼前の証拠（例えば， 3 人目の証言）の評価に影響するためである。こ
の立場からは，同じような証言の証人が重複する場合に，全員を採用する必


























る確率）の変化をみると， 1 人目12， 2 人目48（12× 4 ）， 3 人目192（48×

















































































































































後に有罪とされた）に係る証言について，関連性を否定したものがある。Dorsey v. State 
of Maryland, 276 Md. 638 （1976）.
証明力の定義について
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というものが，証拠の「証明力」あるいは「（自然的）関連性」の内実を理
解する上で，核となる概念であることを確認した。その上で，昨今の見直し
論議と関連づけながら，「証明力」を「実質的価値」と捉える立場，「論理的
関連性」と捉える立場双方の課題となる点を指摘し，それらを克服するため
には，各定義において中核となっている概念の意義を明らかにする必要があ
ることを指摘した。そして，ベイズの定理に基づく証明過程の理論モデルを
用いて，証明課程の中で各概念が指示する対象を明確にすることを試みてみ
た。その結果，「実質的価値」は，理論モデルでいう事前確率と事後確率の
差に相当し，「論理的関連性」は，理論モデルでいう尤度比に相当するとの
分析結果を示した。本稿で示した試論の妥当性については，比較法的知見を
得ながら，更に検証していく必要がある。しかしながら，証明力と捉えるこ
とができる箇所が 2 つあるという本稿の分析結果は，「証明力」と「（自然的）
関連性」という概念の差異を考察するにあたって，判断の時期以外の視点を
もたらすことができたのではないかと考える。
岡　法（69―４）
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